チャランケ通信　第101号　2015年2月23日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　日本経済は、アベノミクスの下で順調に回復し始めたのか
春がそこまで来ているような、過ごしやすい日が続く北国の今日この頃である。札幌の積雪も、かなり解け始めたようだが、そうは言ってもまだ2月、まだまだ油断はできないのかもしれない。それにしても、ここ数日間の株価の上昇には驚かされる。日本経済は、どうなろうとしているのか、今回はそこに焦点を当ててみたい。
依然として低迷する民間設備投資、日本経済の現実を象徴
　さて、少し時間が経過したのだが、昨年10~12月のGDP速報値が2月16日に公表され、実質で前期比0.6%、年率換算2.2%の増加となり、ようやく3四半期ぶりのプラスを記録した。プラスへの転換の最大の要因は家計消費の実質0.3%の伸びで、次いで公共投資や純輸出もウエイトは低いものの、それぞれ0.6%,0.5%とかなりの伸びを示している。他方、民間住宅投資は依然としてマイナスのままで、肝腎の設備投資はわずかに0.1%とほとんど停滞状態で、成長の牽引車として期待され、企業に対する様々な優遇措置がありながら、リーマンショックによる大きな落ち込みからここ何年間は期待された伸びが見られない。
石油価格下落が物価を押し下げ、消費支出の拡大から景気回復へ
さらにインフレターゲット論者にとっては皮肉なことに、石油価格の大幅な下落が物価を押し下げ、その結果ようやく家計消費も持ち直し始めたことが、消費支出の増加となって景気の回復につながったと見ていい。今や消費税の引き上げ分2%を差し引くと、消費者物価指数は1%を切ることはおろか、一時的にはマイナスになるかもしれない程にまで下落しており、日銀の政策決定会合でも2015年は2%に設定したインフレターゲット達成が困難で、2016年には達成できるとの展望に切り替えている。黒田総裁以下日銀の役員が就任して来月で早くも2年になろうとしているわけで、約束したインフレターゲットは達成できなかった、と認めざるを得ないのだ。日銀幹部にとっては、まさに責任問題に直結すべき大問題だろう。
日銀と政府、物価下落に対する危機意識のギャップが顕在化
　ところが政府の月例経済報告(閣議決定される)では、「政策の基本的態度」において消費者物価の2%への引き上げについて、12月までは「できるだけ早期に実現する」ことを日銀に求めていたが、1月以降は「経済・物価情勢を踏まえつつ実現する」と変更し、石油価格の下落によって目標としてきた物価が2%に到達できなくても、景気判断を優先しあまり問題にしないと言明しているのだ。つまり、政府のスタンスは、何が何でも2%の物価目標を達成するべきだ、という事に固執せずに国民に対する説明責任なしで政策目標を大きく変えてきているのだ。
総理と日銀総裁の確執、やはり景気と財政・消費増税問題なのか
　この政府によるインフレターゲットに対するスタンスの変更を、どう理解したらよいのだろうか。その点を理解するうえで2月21日付の日本経済新聞の朝刊に、『真相深層』と言うコラムが掲載された。題して「政府と日銀、転機の蜜月」「昨年10月の追加緩和は『寝耳に水』17年消費増税、再び試練」とある。そのなかで、安倍総理と黒田総裁が同席した12日の経済財政諮問会議でのやり取りを取り上げている。5日後に公表された議事要旨では曖昧になっているのだが、当日の出席者への取材により「黒田総裁は珍しく自ら発言を求め、財政の信認が揺らげば将来的に金利急騰リスクがあると首相に直言した」という。
この提案を受けて、どのような議論の展開があったのか、このコラムでは不明である。そこで、公表された議事要旨を見てみると、それぞれの委員が、財政健全化目標について学習発表会のようにして発言されているだけで、何ら論点を発展させた形跡はない。それどころか、安倍総理自身最後のとりまとめ的な発言が１カ所あるだけで、途中で自分の見解を出して論戦に参加をしたり論議をリードしていないのだ。それは、前回の1月末の会合でも同様であり、経済財政諮問会議がかつての小泉首相時代とは打って変わって、各委員が大いに論議をし、それらを取りまとめていくというスタイルになっていないのだ。まさに、言いっぱなしの会議になっており、事前に各省庁の間で根回しが終了しているのではないか、と想定されるのだ。
経済財政諮問会議は論文の発表会に、総理のリーダーシップゼロ
さらに言えば、はたして安倍総理は冒頭からこの委員会に出席しているのかどうか、疑問すら浮かんでくる。というのは、ふつう会議の冒頭には議長である総理大臣の挨拶・発言があってしかるべきなのに、それが議事要旨には掲載されていない。少し、蛇足になったかもしれないが、経済財政諮問会議なる合議体がほとんど機能していない現実が露呈されていると言えよう。
となると、日経新聞のこの記事はどう理解したらよいのだろうか。日銀総裁が、「金利急騰のリスク」に触れるというのも尋常ではない。おそらく、安倍総理と日銀黒田総裁の間には十分な意思疎通ができていないのではないか、という事なのであろう。やはり安倍総理側には、昨年10月31日の日銀の追加緩和策が消費増税を求める財務省との合作ではないか、と言う疑いを持っていると言われ、黒田総裁に対する不信感を持ったという事なのだろうか。財務省主導で、経済よりも財政を優先する姿勢に対する強い反発が、総理側にあると見ていいのだろう。
金融政策の出口戦略、その時こそ日銀の独立性が問われる
おそらく、この日経紙コラムでも指摘しているように、2017年4月から消費税を10%に引き上げる時が大きな問題になるのかもしれない。その時までに、消費者物価が2%を達成できており、金融政策としては量的緩和政策を終了させなければならないにもかかわらず、財政政策側から継続が求められたとき黒田総裁以下日銀はどう対処していけるのか、と言う日銀の独立性にかかわる問題が出てくる。その時にこそ、日本銀行としての鼎の軽重が問われる時だ、と言うべきだろう。
それにしても、岩田副総裁は潔く辞任すべきでは
その前に、日銀の岩田副総裁は、2年で2%の消費者物価上昇という目標を達成できなければ辞職をする、と国会の場で明言したにもかかわらず、昨年10月28日参議院の財政金融委員会で、その発言に対して「深く反省している」との答弁が為された。あれだけ自信満々にインフレターゲットにコミットされ、自説である貨幣数量説を展開された岩田副総裁は、政治家ではないわけで堂々と責任を取って辞職されるのが学者としての筋という物ではなかろうか。それにしても言葉が軽すぎる。
財政赤字をどうすべきか、増税に対する国民の拒否感は強い
　ちょっと話題が変わってしまうのだが、黒田総裁にしても財務省にしても、日本の今の財政赤字をどのように解消していくべきなのか、と言う点については、経済成長による増収はあるとしても、それよりも国民から負担増=増税(消費税を中心に)を考えていることは間違いない。残念ながら、日本国民の政府・政治に対する不信は大変根強いものがあり、増税に対する抵抗感は一国の政権を打倒すぐらい強いものがある。翻って日本の租税負担率をみると、OECDの中でも最も低い部類に属しているし、社会保険料も含めた国民負担率で見ても対GDP比で30%代の後半でしかない。これまた，OECDの中では租税負担率ほどではないにしても中よりも低い。
　社会保障支出の削減に対する国民の抵抗は根強い
にもかかわらず、と言うよりか負担率が低い(という事は、社会保障・教育に対する財政支出が低くなる)が故に、増税に対する国民の抵抗が根強くなるのだ。政治家は、出来れば増税による財政再建を避けたいと考え、時には財政支出を削減しようとするのだが、今の日本では削減できる分野は殆どなくなっており、既存の社会保障分野にも手を付けようとしているのが現実で、それは、国民からの反発が一層大きくなるに違いない。

それだけに、増税による負担を避け、成長とマイルドなインフレによって分母の国民総生産を膨らませて分子である累積赤字の比率を低下させていくべきだ、と言う主張とが財政再建の方法を巡ってぶつかり合っているのだ。
財政再建の妙薬、「増収・インフレ税」という高橋洋一教授提案

インフレによる所得階層別の影響は「逆進的」だ
ダイヤモンドオンラインというネット上のブログに高橋洋一嘉悦大学教授が「俗論を討つ」がある。いつも、興味深く読ませていただいているのだが、2月19日号ではズバリ「財政再建の妙薬は、増税ではなく『増収・インフレ税』」と言うテーマであった。インフレによって、所得階層別にどのような影響が出てくるのか、「分配」と言う視点が出てこないのだ。インフレに対するヘッジができる高所得・資産階層とできない低所得・資産階層があるわけで、一律に国民全体が負担をするわけではなく、低所得・資産階層ほど負担の比率が高くなるいわゆる「逆進性」がインフレ税にはつきものなのだ。やはり、オーソドックスに出来るだけ応能主義を貫ける租税負担を通じて解消していく以外にないのではなかろうか。だが、増税に対する国民の反発は実証済である。しからば、どうすればよいのか、今後とも、こうした問題を考えていきたいと思う。
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